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電気通信事業における個人情報保護に関するガイドラインの解説改正案 
新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 

新 旧 
5-5 不払い者等情報の交換(第 36 条関係) 
5-5-1 不払い者等情報の交換（第 36 条第 1 項～第 3 項関係） 
第 36 条 
1  電気通信事業者は、電気通信役務に係る料金不払い又は携帯

音声通信役務の不正な利用を防ぐため特に必要であり、かつ、

適切であると認められるときは、他の電気通信事業者との間に

おいて、不払い者等情報（支払期日が経過したにもかかわらず

電気通信役務に係る料金を支払わない者又は携帯音声通信事業

者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な

利用の防止に関する法律（平成 17 年法律第 31 号）第 11 条各

号に該当する場合における携帯音声通信役務等の提供に関する

契約に係る名義人の氏名、住所、不払い額、電話番号その他の

当該者又は当該名義人に関する情報をいう。以下同じ。）を交換

することができる。ただし、当該不払い者等情報を交換の対象

とすることが本人の権利利益を不当に侵害するおそれがあると

認められるときは、この限りでない。 
2  電気通信事業者は、不払い者等情報を他の電気通信事業者と

の間で交換する場合は、その旨並びに交換される不払い者等情

報の項目、交換する電気通信事業者の範囲及び交換される不払

5-5 不払い者等情報の交換(第 36 条関係) 
5-5-1 不払い者等情報の交換（第 36 条第 1 項～第 3 項関係） 
第 36 条 
1  電気通信事業者は、電気通信役務に係る料金不払い又は携帯

音声通信役務の不正な利用を防ぐため特に必要であり、かつ、

適切であると認められるときは、他の電気通信事業者との間に

おいて、不払い者等情報（支払期日が経過したにもかかわらず

電気通信役務に係る料金を支払わない者又は携帯音声通信事業

者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正な

利用の防止に関する法律（平成 17 年法律第 31 号）第 9 条に基

づく契約者確認に応じない者の氏名、住所、不払い額又は電話

番号その他の当該者に関する情報をいう。以下同じ。）を交換す

ることができる。ただし、当該不払い者等情報を交換の対象と

することが本人の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認

められるときは、この限りでない。 
 
2  電気通信事業者は、不払い者等情報を他の電気通信事業者と

の間で交換する場合は、その旨並びに交換される不払い者等情

報の項目、交換する電気通信事業者の範囲及び交換される不払
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い者等情報の管理について責任を有する者の氏名又は名称につ

いて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置くことが適切である。 
3  電気通信事業者は、前項の交換される不払い者等情報の管理

について責任を有する者の氏名又は名称を変更する場合は、変

更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が

容易に知り得る状態に置くことが適切である。 
「不払い者等情報」は、不払い者等の氏名、住所、生年月日、不払

い額の情報などの個人を識別できる情報が含まれることから、個人

情報に該当するため、無断で外部提供することは許されていない。 
ただし、例えば移動体事業においては、 
・ 他の事業者において料金を支払わずに契約解除となった者と

契約を締結した結果、同様に料金請求に応じてもらえないケー

スが増加している。 
・ 他の事業者において契約者確認に応じないなどの理由で利用

停止となった者と契約を締結した結果、同様に本人確認ができ

なくなる等により、料金請求ができず、あるいは著しく困難に

なっているばかりか、匿名携帯電話の発生などの不正利用にも

繋がっている。 
といった問題が発生しており、こうした問題に対処するためには、

最小限の不払い者等情報を電気通信事業者間で交換し、不払い者等

の新たな加入を阻止することで、経営リスクを軽減するという特別

の必要性が認められる。そのため、電気通信事業者は、契約約款にそ

い者等情報の管理について責任を有する者の氏名又は名称につ

いて、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る

状態に置くことが適切である。 
3  電気通信事業者は、前項の交換される不払い者等情報の管理

について責任を有する者の氏名又は名称を変更する場合は、変

更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が

容易に知り得る状態に置くことが適切である。 
 
「不払い者等情報」は、不払い者等の氏名、住所、生年月日、不払

い額の情報などの個人を識別できる情報が含まれることから、個人

情報に該当するため、無断で外部提供することは許されていない。 
ただし、例えば移動体事業においては、 
・ 他の事業者において料金を支払わずに契約解除となった者と

契約を締結した結果、同様に料金請求に応じてもらえないケー

スが増加している。 
・ 他の事業者において契約者確認に応じなかったことにより利

用停止となった者と契約を締結した結果、同様に本人確認がで

きなくなってしまうケースが増加し、料金請求ができなくなっ

ているばかりか、匿名携帯電話の発生などの不正利用にも繋が

っている。 
といった問題が発生しており、こうした問題に対処するためには、

最小限の不払い者等情報を電気通信事業者間で交換し、不払い者等

の新たな加入を阻止することで、経営リスクを軽減するという特別



3 
 

の旨明記することにより不払い者等情報を事業者間で交換すること

について加入者の同意を得た上で（したがって、第 15 条第１項の本

人の同意を得て第三者に個人情報を提供する場合に該当する。）、本

人（不払い者等）の保護に値する正当な権利も守られる場合におい

て、不払い者等情報の交換も可能である。 
この際、「本人の権利利益を不当に侵害する」ことのないようにす

るため、交換の対象を契約解除となり現に不払いがある者及び「携

帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役

務の不正な利用の防止に関する法律」（平成 17 年法律第 31 号）第

11 条各号に該当する場合の契約名義人に限定する、第 2 項及び第 3
項の規定に従い加入者に対し交換の仕組みの周知を行うなどの対応

を行うことが適切である。 
また、交換したデータの活用に当たっては、電気通信事業法上の

提供義務に反しないよう、交換した不払い者等情報を利用して加入

を承諾しない場合を一定額以上の滞納者に限定し、一定額未満の者

については預託金等を活用する、事後に交換元の事業者において「携

帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役

務の不正な利用の防止に関する法律」（平成 17 年法律第 31 号）第

11 条各号に該当しなくなった場合には加入審査を受け付けるなどの

慎重な取扱いが求められる。 
なお、不払い者等情報の交換も、第 17 条及び第 18 条の適用対象と

なる。 

の必要性が認められる。そのため、電気通信事業者は、契約約款にそ

の旨明記することにより不払い者等情報を事業者間で交換すること

について加入者の同意を得た上で（したがって、第 15 条第１項の本

人の同意を得て第三者に個人情報を提供する場合に該当する。）、本

人（不払い者等）の保護に値する正当な権利も守られる場合におい

て、不払い者等情報の交換も可能である。 
この際、「本人の権利利益を不当に侵害する」ことのないようにす

るため、交換の対象を契約解除となり現に不払いがある者及び契約

者確認に応じなかった者に限定する、第 2 項及び第 3 項の規定に従

い加入者に対し交換の仕組みの周知を行うなどの対応を行うことが

適切である。 
 
 
また、交換したデータの活用に当たっては、電気通信事業法上の

提供義務に反しないよう、交換した不払い者等情報を利用して加入

を承諾しない場合を一定額以上の滞納者に限定し、一定額未満の者

については預託金等を活用する、事後に交換元の事業者において「携

帯音声通信事業者による契約者等の本人確認等及び携帯音声通信役

務の不正な利用の防止に関する法律」（平成 17 年法律第 31 号）第 9
条第 1 項に基づく本人確認がなされた場合には加入審査を受け付け

るなどの慎重な取扱いが求められる。 
なお、不払い者等情報の交換も、第 17 条及び第 18 条の適用対象と

なる。 




